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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期
連結累計期間

第69期
第３四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自平成25年10月１日
至平成26年６月30日

自平成26年10月１日
至平成27年６月30日

自平成25年10月１日
至平成26年９月30日

売上高 （百万円） 575,688 688,590 771,514

経常利益 （百万円） 7,554 7,789 9,997

四半期（当期）純利益 （百万円） 4,322 4,802 5,781

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,914 10,663 7,891

純資産額 （百万円） 93,427 104,865 95,404

総資産額 （百万円） 277,461 301,653 283,295

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 115.40 128.23 154.37

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.9 33.8 32.9

 

回次
第68期

第３四半期
連結会計期間

第69期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 31.78 39.75

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

＜常温流通事業＞

第２四半期連結会計期間において、シンガポールに本社を置くNaspac Marketing Pte.Ltd.の株式を取得して連結

子会社といたしました。

 

＜その他＞

上記の＜常温流通事業＞に記載のNaspac Marketing Pte.Ltd.の株式の取得に伴い、同社子会社で賃貸業を行って

いるNaspac Kim Hing Pte.Ltd.も第２四半期連結会計期間から連結子会社としております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 (1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の経済政策及び日本銀行による金融緩和政策に伴う円

安・株高効果と原油安の影響等を背景に、企業収益は改善傾向にあり、消費税増税後の個人消費にも持ち直しの兆

しが見られ、景気は緩やかながら回復基調が続いています。海外の経済状況においては、米国経済は景気回復傾向

が続いている一方で、中国経済は拡大テンポに減速感が見られます。そのような中、わが国の景気の先行きについ

ては、雇用・所得環境の改善等により、今後も緩やかな回復が期待されますが、中国及び欧州をはじめとした海外

景気の下振れリスク等により、依然として不透明な状況にありました。

食品流通業界におきましては、国内の雇用情勢及び所得環境が堅調に推移しているものの、消費税増税に加えて

円安・原材料価格高騰による商品の値上げ等により家計への負担感がさらに増して、日常の生活関連消費について

は生活防衛意識の強さが続いています。さらに、内食化傾向が続く中で企業間競争は一層激化し、人手不足等に伴

う物流コストの上昇も加わり、厳しい経営環境で推移いたしました。

このような状況下において当社グループは、卸売業の役割である「つなぎ」と提案型営業を推進し、営業力のさ

らなる強化により小売業をはじめとした取引先との取り組みを一つひとつ積み重ね、店舗の売場づくり及び商品開

発力のレベルアップを図ることで、価格だけに頼らない価値の提供に取り組みました。また、物流をはじめとした

諸経費の抑制及び業務の生産性向上等のローコストオペレーションにより経営の合理化に努めました。

さらに、平成27年２月には、シンガポールに本社を置くNaspac Marketing Pte.Ltd.の株式を取得して連結子会

社といたしました。これにより、すでに事業展開している中国及びベトナムとの協業を進めることで、アジア地域

におけるより一層の事業展開の強化を図ってまいります。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は、平成26年に酒類卸売業である三陽物産㈱を連結子会

社としたことも寄与して、前年同四半期に比べて19.6％増加し、6,885億90百万円となりました。利益につきまし

ては、利益管理の徹底及び諸経費の抑制に努めたものの、引き続き物流コストの負担等により営業利益は67億77百

万円（前年同四半期比0.6％増）となり、経常利益は77億89百万円（前年同四半期比3.1％増）となりました。そし

て、四半期純利益は前年同四半期に比べ11.1％増加し、48億２百万円となりました。

 

セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。

なお、各セグメントの業績数値につきましては、セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。

 

＜常温流通事業＞

当社グループの主力事業であります常温流通事業につきましては、日常の生活関連消費については生活防衛意識

の強さが続いている一方で、多様化する需要に対応すべく、価格だけに頼らない価値の提供に取り組むために提案

型営業を推進し、仕入先とも連携して主要得意先との取り組みを強化いたしました。また、自社ＰＢ商品の開発及

び拡売を図るとともに、売買差益の向上と経費の削減による利益管理を徹底いたしました。

以上の結果、売上高は4,787億18百万円（前年同四半期比3.0％増）となり、営業利益は物流コストの増加等によ

り55億52百万円（前年同四半期比4.2％減）となりました。

 

＜低温流通事業＞

低温流通事業につきましては、生活品の値上げによる消費マインドの冷え込みや人手不足による物流コストの上

昇もあり、依然として厳しい事業環境が続いております。このような状況下において、提案力強化による売上拡大

を図るとともに、センター運営の見直し等によるコスト抑制に努めてまいりました。

以上の結果、売上高は703億14百万円（前年同四半期比6.2％増）となり、営業利益は売上伸長による売上総利益

額の増加及び諸経費の抑制により１億98百万円（前年同四半期比560.1％増）となりました。
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＜酒類流通事業＞

酒類流通事業につきましては、第１四半期連結会計期間より三陽物産㈱の損益を連結対象としており、前年同四

半期に比べて事業規模が大幅に拡大しております。

当第３四半期連結累計期間の酒類市場動向は、消費が成熟化する中で低価格化志向の常態化と同時に価格と価値

を伴った少容量上質化商品へのシフトが見られ、また健康志向に対応した機能性商品や口当たりの良いソフトアル

コールの需要が女性を中心に高まってきておりますが、生き残りをかけた企業間のシェア競争及び価格競争が激化

し、より一層厳しい経営環境で推移しました。

このような状況下において主要取引先及び主要仕入先との取り組み強化を図り、提案力や自販力の強化に努める

とともに、ローコスト化にも取り組んでまいりました。

以上の結果、売上高は1,466億54百万円（前年同四半期比202.8％増）となり、営業利益は２億62百万円（前年同

四半期比5.5％減）となりました。

 

＜その他＞

その他の事業につきましては、物流関連がその主な事業内容であり、当社グループの売上が堅調に推移したこと

に加え、グループ外との取引も伸長した結果、売上高は81億67百万円（前年同四半期比6.5％増）となり、営業利

益は物流事業の効率化及び原油安効果等により７億57百万円（前年同四半期比21.0％増）となりました。

 

 (2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ183億57百万円増加し3,016億53百万円

となりました。

流動資産は主に、有価証券が減少した一方、売上債権並びに現金及び預金が増加したことから、41億94百万円増

加し1,962億６百万円となりました。また固定資産は、投資有価証券の取得及び時価評価額の上昇等によるもの

と、連結範囲の変更によりのれん及び有形固定資産が増加したことから、141億63百万円増加し1,054億46百万円と

なりました。

流動負債は、主に仕入債務が増加したことから、68億38百万円増加し1,822億54百万円となり、固定負債は、投

資有価証券の時価評価額の上昇等により繰延税金負債が増加したことから、20億57百万円増加し145億33百万円と

なりました。

純資産は、94億61百万円増加し1,048億65百万円となり、その結果、自己資本比率は33.8％となりました。

 

 (3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

 該当事項はありません。
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(5) 主要な設備

①　主要な設備の状況

当第３四半期連結累計期間において、Naspac Marketing Pte.Ltd.及びNaspac Kim Hing Pte.Ltd.を連結子会

社としたことにより、以下の設備が当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりで

あります。

（在外子会社）

会社名
事業所名

（所在地）

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円） 従業

員数

（人）

建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

工具、器具

及び備品

土地

(面積㎡)

リース

資産

ソフト

ウエア
合計

Naspac Marketing

Pte.Ltd.

本社

（シンガポール）

常温流通

事業

事業所

及び備品
0 － 10

－

(－)
－ 8 19

48

（7）

Naspac Kim Hing

Pte.Ltd.

本社

（シンガポール）
その他 賃貸 1,301 － 0

－

(－)
－ － 1,302

－

（－）

（注）１　従業員数欄の（外書）は、平均臨時雇用者数であります。

２　上記のうち、Naspac Kim Hing Pte.Ltd.の主な建物及び構築物、工具、器具及び備品をNaspac Marketing

Pte.Ltd.に賃貸しております。

 

②　設備の新設

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設のうち、当第３四半期連結累計期間において完成

したものは次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容
投資総額
(百万円)

資金調達
方法

完成年月

当社
青梅センター

埼玉県
入間市

常温流通事業 マテハン設備他 202 自己資金 平成26年10月

 

③　新設計画の追加

当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

当社
輪厚物流センター

北海道
北広島市

常温流通
事業

建物・設備 2,940 983 自己資金 平成27年４月平成27年12月

 

④　計画の変更

前連結会計年度末における下記設備投資計画は、投資総額が246百万円、完了予定年月が平成27年２月であり

ましたが、当第３四半期連結累計期間にそれぞれ次のとおり変更しております。

 
会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社
ケイ低温フーズ㈱
鳴尾浜センター

兵庫県
西宮市

低温流通
事業

冷却設備他
（連結子会社
賃貸設備）

302 176 自己資金 平成27年１月平成27年10月
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　普通株式 72,000,000

計 72,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

　普通株式 38,153,115 38,153,115
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 38,153,115 38,153,115 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 38,153 － 5,934 － 8,806

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

700,900
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

37,424,700
374,247 同上

単元未満株式
普通株式

27,515
－ １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 38,153,115 － －

総株主の議決権 － 374,247 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株を含めて記載しております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

加藤産業株式会社
兵庫県西宮市松原町

９番20号
700,900 － 700,900 1.84

計 － 700,900 － 700,900 1.84

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、701,245株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 59,862 60,544

受取手形及び売掛金 103,687 110,489

有価証券 4,107 700

商品及び製品 18,152 18,578

仕掛品 18 16

原材料及び貯蔵品 655 623

繰延税金資産 624 369

その他 5,407 5,388

貸倒引当金 △503 △504

流動資産合計 192,012 196,206

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 13,639 14,473

機械装置及び運搬具（純額） 1,851 2,385

工具、器具及び備品（純額） 339 389

土地 25,446 25,380

リース資産（純額） 1,450 1,616

建設仮勘定 16 1,067

有形固定資産合計 42,743 45,312

無形固定資産   

のれん － 3,018

ソフトウエア 3,643 3,522

電話加入権 45 45

その他 69 57

無形固定資産合計 3,759 6,644

投資その他の資産   

投資有価証券 31,435 39,959

長期貸付金 264 275

差入保証金 5,173 5,338

投資不動産（純額） 3,201 3,334

繰延税金資産 628 427

退職給付に係る資産 380 524

その他 4,037 3,939

貸倒引当金 △342 △310

投資その他の資産合計 44,779 53,489

固定資産合計 91,282 105,446

資産合計 283,295 301,653
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 162,228 167,174

短期借入金 1,922 2,431

リース債務 439 501

未払金 7,155 8,794

未払費用 200 141

未払法人税等 1,348 1,118

未払消費税等 629 481

賞与引当金 1,229 634

役員賞与引当金 50 94

その他 210 881

流動負債合計 175,415 182,254

固定負債   

長期借入金 1,795 1,593

リース債務 1,117 1,193

繰延税金負債 2,786 4,890

役員退職慰労引当金 391 380

退職給付に係る負債 4,875 4,865

資産除去債務 132 133

その他 1,378 1,477

固定負債合計 12,475 14,533

負債合計 187,891 196,787

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,934 5,934

資本剰余金 8,806 8,806

利益剰余金 71,872 75,027

自己株式 △863 △865

株主資本合計 85,749 88,902

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,851 12,353

繰延ヘッジ損益 0 0

為替換算調整勘定 － △6

退職給付に係る調整累計額 584 569

その他の包括利益累計額合計 7,436 12,917

少数株主持分 2,218 3,046

純資産合計 95,404 104,865

負債純資産合計 283,295 301,653
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 575,688 688,590

売上原価 536,501 643,680

売上総利益 39,186 44,910

販売費及び一般管理費 32,450 38,132

営業利益 6,736 6,777

営業外収益   

受取利息 85 118

受取配当金 505 537

持分法による投資利益 － 52

不動産賃貸料 134 189

売電収入 23 77

その他 251 376

営業外収益合計 1,000 1,352

営業外費用   

支払利息 7 50

持分法による投資損失 84 －

為替差損 － 70

不動産賃貸費用 59 90

貸倒引当金繰入額 0 0

売電費用 18 65

その他 12 63

営業外費用合計 183 340

経常利益 7,554 7,789

特別利益   

固定資産売却益 2 29

投資有価証券売却益 37 0

投資有価証券償還益 － 175

負ののれん発生益 ※１ 165 －

子会社清算益 － ※２ 3

特別利益合計 204 208

特別損失   

段階取得に係る差損 ※１ 267 －

固定資産除売却損 6 28

ゴルフ会員権評価損 0 －

電話加入権評価損 － 0

リース解約損 3 1

役員退職慰労金 ※３ 280 －

特別損失合計 557 30

税金等調整前四半期純利益 7,201 7,968

法人税、住民税及び事業税 2,322 2,634

法人税等調整額 489 347

法人税等合計 2,812 2,981

少数株主損益調整前四半期純利益 4,389 4,986

少数株主利益 67 183

四半期純利益 4,322 4,802
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,389 4,986

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,649 5,700

繰延ヘッジ損益 △0 0

為替換算調整勘定 － △9

退職給付に係る調整額 △121 △15

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 1

その他の包括利益合計 1,525 5,677

四半期包括利益 5,914 10,663

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,800 10,283

少数株主に係る四半期包括利益 114 380
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

Naspac Marketing Pte.Ltd.の株式を平成27年２月に取得したことにより、第２四半期連結会計期間から同

社を連結の範囲に含めております。また、これに伴い、同社子会社であるNaspac Kim Hing Pte.Ltd.も第２

四半期連結会計期間から連結の範囲に含めております。

これらの会社の決算日は12月31日であり、当第３四半期連結会計期間末の３ヶ月前である平成27年３月31

日を四半期決算日とみなした仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

Naspac Marketing Pte.Ltd.の株式を平成27年２月に取得したことにより、同社子会社であるNasmark Sdn.

Bhd.を第２四半期連結会計期間から持分法適用の範囲に含めております。また、Benco Food Pte.Ltd.の株式

もあわせて取得し、第２四半期連結会計期間から持分法適用の範囲に含めております。

 

（追加情報）

（法定実効税率の変更）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税

率等の引下げが行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率は従来の35.6％から平成27年10月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

33.0％に、平成28年10月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.3％となり

ます。

この法定実効税率変更により、流動資産の「繰延税金資産」が21百万円減少、投資その他の資産の「繰延税金

資産」が11百万円減少、固定負債の「繰延税金負債」が489百万円減少しました。また、「法人税等調整額」

（借方）が137百万円増加しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

下記の銀行借入金に対して保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

マンナオート㈱ 33百万円 マンナオート㈱ 29百万円

深圳華新創展商貿有限公司 88 深圳華新創展商貿有限公司 78

合計 122 合計 107

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　負ののれん発生益・段階取得に係る差損

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

　持分法適用関連会社であった三陽物産㈱の株式を追加取得して連結子会社としたことによるものであり

ます。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載の

とおりであります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

該当事項はありません。
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※２　子会社清算益

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

非連結子会社で持分法適用の範囲から除いていたエフエフ水産㈱を平成27年４月に清算したことによる

ものであります。

 

※３　役員退職慰労金

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

 第１四半期連結会計期間において、当社の定める一定の基準に従い、退任取締役に支給した役員退職慰

労金の特別功労加算金であります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 2,618百万円 2,764百万円

のれんの償却額 － 160

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

１　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月20日

定時株主総会
普通株式 823 22.00 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金

平成26年５月12日

取締役会
普通株式 823 22.00 平成26年３月31日 平成26年６月３日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

１　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月19日

定時株主総会
普通株式 823 22.00 平成26年９月30日 平成26年12月22日 利益剰余金

平成27年５月14日

取締役会
普通株式 823 22.00 平成27年３月31日 平成27年６月３日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
常温流通
事業

低温流通
事業

酒類流通
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 457,650 66,058 48,035 571,743 3,944 575,688 － 575,688

セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,342 120 399 7,861 3,721 11,583 △11,583 －

計 464,992 66,178 48,434 579,605 7,666 587,272 △11,583 575,688

セグメント利益 5,798 30 277 6,106 625 6,731 4 6,736

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。

２ セグメント利益の調整額４百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の取得による資産の著しい増加）

当第３四半期連結会計期間において、三陽物産㈱の株式を追加取得し、同社及び同社子会社であるエ

ス・エイ・エスジャパン㈱を連結子会社といたしました。これにより前連結会計年度の末日に比べ、「酒

類流通事業」のセグメント資産が26,724百万円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。
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（重要な負ののれん発生益）

平成26年６月に、三陽物産㈱及び同社子会社であるエス・エイ・エスジャパン㈱を連結子会社としたこ

とにより、「酒類流通事業」セグメントにおいて、負ののれん発生益165百万円を計上しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、取得原価の配分等が完了していないため、暫定的に算定さ

れた金額であります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
常温流通
事業

低温流通
事業

酒類流通
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 471,203 70,235 142,927 684,366 4,223 688,590 － 688,590

セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,514 79 3,726 11,320 3,943 15,264 △15,264 －

計 478,718 70,314 146,654 695,686 8,167 703,854 △15,264 688,590

セグメント利益 5,552 198 262 6,013 757 6,770 7 6,777

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。

２ セグメント利益の調整額７百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

前第３四半期連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称 三陽物産㈱

事業の内容      酒類・食品卸売業

 

（2）企業結合を行った主な理由

当社と三陽物産㈱は、平成14年に資本業務提携を行い業容拡大に努めてまいりましたが、今般、資本業

務提携をより深めることにより事業の協力関係を一層緊密化し、三陽物産㈱のさらなる機能強化及び業容

拡大を進めるとともに、グループとして酒類カテゴリーの拡充を図り、競争力をより強化するためであり

ます。
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（3）企業結合日

平成26年６月20日(株式取得日)

平成26年６月30日(みなし取得日)

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称

企業結合後の名称変更はありません。

（6）取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率   40.0％

企業結合日に追加取得した議決権比率     11.0％

取得後の議決権比率                     51.0％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社による現金を対価とした株式取得であるため。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

被取得企業の決算日は12月31日であるため、当第３四半期連結会計期間末の３ヶ月前である平成26年３月

31日を四半期決算日とみなした仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

なお、みなし取得日を平成26年６月30日としているため、被取得企業の業績は、平成25年７月１日から平

成26年３月31日まで持分法を適用し、平成26年４月１日から平成26年６月30日までの期間に発生した重要な

取引については連結上必要な調整を行っております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価
企業結合直前に保有していた三陽物産㈱の企業結合日における時価 531百万円

企業結合日に追加取得した三陽物産㈱の株式の時価 146

取得原価  677

 

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

取得原価 677百万円

取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額 944

（差額）段階取得に係る差損 △267

 

５．発生した負ののれん発生益の金額、発生原因

（1）発生した負ののれん発生益の金額

165百万円

なお、当第３四半期連結累計期間において、取得原価の配分等が完了していないため、暫定的に算定さ

れた金額であります。

 

（2）発生原因

受け入れた資産及び引き受けた負債の純額が株式の取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発

生益として特別利益に計上しております。

 

当第３四半期連結会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益  115円40銭 128円23銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益 （百万円） 4,322 4,802

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 4,322 4,802

普通株式の期中平均株式数 （千株） 37,452 37,452

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成27年５月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・823百万円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・平成27年６月３日

（注）平成27年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

　　平成27年８月13日

加藤産業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡 沼 照 夫 ㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西 野 勇 人 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている加藤産業株式会

社の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、加藤産業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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